	＊　都記入欄

	受付番号
	

	受付日
	

	受付者
	

	電話連絡者
	


様式第１号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 年　　　月　　 日

東京都知事    殿
郵便番号　　　－
所在地　
法人名　
代表者名（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　実印

（印鑑登録済のもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　令和７年度　起業家による空き家活用事業申請書
下記のとおり起業家による空き家活用事業を実施したいので、別紙の書類を添えて申請します。
記
１　事業概要（１枠１文字・３０文字以内、※字数厳守）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　事業詳細 ：
  　事業の内容について特徴や主なサービス・顧客層・ビジネスパートナーなどを100字～150字程度でご記入ください。
	


事業計画書
（１）　申請者・事業運営形態
①　申請者　(選択項目は、該当するものに☑してください。)
	個人の場合
	（ふりがな）
	

	
	氏　名
	

	法人の場合
	（ふりがな）
	

	
	法人名
	

	
	（ふりがな）
	

	
	代表者名
	

	生年月日
（年齢）
	☐ 昭和 ☐ 平成　　年　　月　　日　　（歳）
	
	　　

	親権者の同意（★代表者が未成年の方のみ★）　　　　　　　
	本事業の実施及び補助金の交付申請について同意いたします。
親権者名（氏名）
　　　　　　　　　
　　　　印

	連絡先

所在地
	★本申請についての書類の郵送及び連絡が可能な住所をご記入ください★
〒


	
	T E L(携帯)
	
	E-mail
	

	職歴及び経歴

（★複数の代表者が存在する法人は、申請する代表者について記入★）

・所属先

・所属期間

・代表期間
	所属先
	所属期間

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	
	
	☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
～☐ 昭和 ☐ 平成 ☐ 令和　　年　　月
年　　か月

	保有資格
	

	
	




②　申請者の事業運営形態
	事業の
運営形態等
	☐ 1　個人事業主　 ☐ 2　法人（中小企業） ☐ 3　特定非営利活動法人　

□ 4　一般社団法人または一般財団法人　　　 □ 5　その他（　　　　　　　　　　）　　　

	
	

	
	


	事業開始日
	☐ 開業日（個人事業主）　☐ 法人設立日（特定非営利活動法人を含む、法人）
　　　年　　月　　日

	法人設立の予定
（個人事業主のみ記入）
	有・無
	予定日：　　　　年　　月　　日

	決算月（法人のみ記入）
	　　　　　　　月

	主たる業種
（特定非営利活動法人は不要） 
	★日本標準産業分類中分類にならってご記入ください★

中分類名：　　　　　　　　　　　　コード（2桁）：

	事業所の所在地
	★本店等の所在地（法人）、主たる事業所等の所在地（個人事業主）を記入してください★
〒
東京都

	事業内容
	

	主たる取扱商品・サービス
	

	資本金又は出資金
及び株主又は出資者
（特定非営利活動法人は不要）
	株主又は出資者の内訳
★金額、大企業であるかを含め、全員について記入★
（欄が不足する場合は、適宜行を追加してください）

	
	株主名
又は出資者名
	株式数
（株式会社の場合のみ）
	金額
	大企業で
あるか

	
	
	株
	千円
	大企業・否

	
	
	株
	千円
	大企業・否

	
	
	株
	千円
	大企業・否

	
	
	株
	千円
	大企業・否

	
	
	株
	千円
	大企業・否

	
	資本金又は出資金の総額及び株主又は出資者の総数（＝上記内訳の合計）

	
	　　　　　　　　　　　　　　千円
（うち大企業からの出資：　　千円）
	名　
（うち大企業からの出資：　　名）

	全役員（法人）
又は
全理事（特定非営利活動法人）
の役職及び氏名
	

	■法人は役員数と従業員数を
記入

■特定非営利活動法人は理事数　
　と従業員数を記入

■個人事業主は従業員数のみ
記入


	内訳
	役員

　理事
	常勤
	
	人
	非常勤
	
	人

	
	
	従業員
	正社員
	
	人
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	人

	
	合計
	　　　　　　　　　　　　　　人

	主要取引先
	

	取引金融機関
	

	沿革
（設立・開業、商品・サービス取扱開始、本店等移転等に
ついて、時系列順に時期及び
内容を記入）
	

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記入）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


（２）　空き家の現況

	①　空き家の概要

	住所
	〒


	地番
	〒


	建物の
権利関係
	□現在の建物所有者名：

※下記の土地所有者と異なる場合は、申請を受理することが出来ません。

	土地の
権利関係
	□現在の土地所有者名：

	今後の利用方法
	・申請者が空き家を利用する方法

□自社所有（取得または取得予定年月日：　　　　　年　　月　）
□賃貸物件（賃借または賃借予定期間：　　　　年　　　月～　　　　年　　　月）

□その他（利用方法：　　　　　　　　　

利用期間または利用予定期間　　　　年　　　月～　　　　年　　　月　）

	空き家を発見した経緯
	

	空き家期間
	　　　　年　　　月～
　　　　年　　　月
	建築年月日
	　　　　　年　　　月
（築年数：　　年）

	用途地域
	
	事業開始
予定年月
	　　　　　　年　　　月

	改修計画
	□有　□無
	改修予定期間
	年　 月～
　年　　月

	最寄りの交通機関
	　　　　　　 線　　　　駅　　　     改札口　　下車徒歩　　　分
　　　　　　バス　　　行き　　　　　　停留所　　下車徒歩　　　分

	最寄り駅から建物までの案内図を添付してください。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	〇　事業プランを実施するにあたり建物の使用用途がどのように変わるか。また、変更した使用用途は用途地域の制限を順守しているか。（順守していない場合は、申請を受理することが出来ません）

	

	○　近隣住民等への事業説明状況（事業を行う上で近隣住民等の理解を得られているか、得られる見込みがあるかなど）

	

	（工事計画を有する場合）
○　工事計画の概要（工事の目的・必要性及び効果を含めて記載してください。）
※　工事前と後の平面図（縮尺・寸法・各室の用途等を明示した平面図）を別添で御提出ください。

	


（３）　事業内容とその背景
本事業は補助金採択の見込で策定された事業内容に対してではなく、採択がされない場合でも実施可能な事業内容に対し、補助金活用による事業内容の充実を期待して補助するものです。このため、採択を見越した事業内容ではなく、補助金を資金としない場合でも実施可能な事業内容を必ず策定の上、記入願います。
記入の際は必要に応じて図表等を用いていただき、枠に収まらない場合は広げてください。
	①　提供する製品・商品・サービス内容の詳細について
提供する製品・商品・サービスの詳細な内容（種類、価格、規模・数量、場所、開始時期、時間帯）
に関して具体的に記入願います。

	


	②　申請者について
創業に関し、ご自身の思いや強みについて記入願います。

以下の項目については、項目別に必ず記入願います。

	○　創業に至った経緯・理由

	○　創業によって解決可能となる社会課題

	○　経営理念・ビジョン

	○　創業者の強み・人脈・ノウハウ・弱みとその補強方法


	③　対象市場について

以下の項目については、項目別に必ず記入願います。「その他」についても、必要に応じて記入願います。

	○　想定顧客

	○　対象市場の規模・特徴・成長性

	○　競合他社との差別内容、優位性、提供製品・商品・サービスが選ばれる理由


	○　その他（③　対象市場について）


	④　事業の実施について
以下の項目については、項目別に必ず記入願います。「その他」については、必要に応じて記入願います。

	○　収益獲得の仕組み

	○　製品・商品・サービスの製造・調達ルート

	○　販売戦略（顧客の獲得方法）

	○　想定されるリスクとその回避方法

	○　その他（④　事業の実施について）


	⑤　空き家利活用としての新規性

	



・職歴及び経歴の欄が足りない場合は、適宜欄をコピーの上、記入願います。





申請書は、本Ｗｏｒｄファイルと別のＥｘｃｅｌファイルから構成されています。


本Ｗｏｒｄファイルへの記入のみでは、申請書の作成は終了とはなりません。


Ｅｘｃｅｌファイルにおける下記全ての項目の記入・提出も必要となりますので、ご注意願います。


⑥　経営計画


⑦　資金繰り表及び経営見通し　その１


⑧　資金繰り表及び経営見通し　その２


⑨　資金計画











1

